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居住サポート住宅認定事務の事務分担について 

  
（１）住宅セーフティネット（ＳＮ）法について 
 【目的】 
  主に高齢者、低所得者、子育て世帯など、住宅の確保に特に配慮が必要な「住宅確保要配慮者」

（以下、要配慮者）が、安心して賃貸住宅に居住できる社会を実現すること 
 
 【主な改正履歴】  
  H19 年 7 月  法律制定 
  H29 年 4 月改正 ＳＮ住宅の登録制度創設・居住支援法人の認定開始           

 R7 年 10 月改正予定 居住サポート住宅の創設・居住支援協議会設置が努力義務化 
           ※国交省と厚労省が共同して連携を推進 
 
※居住サポート住宅とＳＮ住宅について 

 
 

【県及び市の役割分担】 
 法改正により新設された業務の役割分担は以下の表のとおりです。 

 
 
 
 
 
 
 

（２）居住サポート住宅の認定制度の内容 
 主に以下の３つの業務があります。 
  ①認定 
   (a)相談対応・ＨＰ対応 

(b)審査・認定・認定通知 
国提供の「居住サポート住宅情報提供システム」上で行います。 

 内容 市 
(福祉事務所設置市)

県

 
H29 法改正

SN 住宅の登録 〇
 居住支援法人の認定 〇
 

R7 法改正 居住サポート住宅の認定
川西市 

○
福祉事務所設置市以外 

〇

新設

平成 29 年の改正で創設 
居住サポート住宅とは別物
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  ②定期報告の確認 
   認定事業者から提出された前年度事業の実施状況等を確認 
      ※上記システムにおいて、報告機能を設けるよう国が整備予定 
      （確認内容） 
    ・認定内容の相違有無 
    ・業務の法令適合性 
    ・事業の実施状況 
    
  ③指導監督 
   認定事業者の業務の実施状況等に疑義がある場合等には、必要に応じて、報告徴収・立入検査・

改善命令・認定取消等の指導監督を実施 
   例：定期報告が正当な理由なく行われないとき 

    定期報告の内容や、入居者・地域住民・認定事業者の従業員等からの通報その他の状況に鑑み、
認定基準への適合等に疑義があるとき 

 
（３）事務分担について 
  庁内の事務分担は以下のとおり考えています。 

 
 

 事務内容 住宅政策課 地域福祉課
 総合窓口（認定通知を含む） 〇
 認定制度 

①認定 
②定期報告の確認 
③指導監督

ハード 
例：面積、構造、設備

〇

 ソフト 
例：安否確認、見守り、福祉サービスへのつなぎ

〇


